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は　じ　め　に

　第一次大戦後国際連盟の下で，新しい植民地統治の方式である委任統治制

度が設けられ，植民国家はその施政において連盟という国際組織の監督をう

　　　　　　　　（1）
けることになった・しかし，この制度の下におかれた地域は，戦前ドイツと

　　　　　　　　　　　　（2）
トルコの主権下にあった14の植民地だけで，連合国が従来保有していた植民

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
地については，委任統治制度は適用されなかった。委任統治地域以外の植民

（1）もっとも連盟規約上認められていたのは，受任国による年報の提出だけであった。また運

　用上の必要から委任統治地域住民の請願を認めることにしたが，その請願は受任国を通じてし

　か行うことはできなかった。田畑茂二郎，国際法，i966，岩波全書，2伸一263頁参照。

（2）イラクは独立を達成し，後13の地域となる。

（3）　Mo皿。er，G・，一Co！o皿i目Hsm　and　I血tem乱tioml　Law，Review　of　Contempor趾y　L五w，

　196i，（II）参照。

（21）



地については，連盟規約は第23条（b〕において，「自国ノ監理二属スル地域内」ノ．

土着住民二対シ1公正ナル待遇ヲ確保スルコトヲ約ス」と規定するだけで，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
実際にこの規定を履行するための機関はたんら作られたかった。

　第二次大戦後，連盟の委任統治制度をひきつぎ，国際連合の下に信託統治

制度が設けられた。しかしこれは信託統治地域にのみ関するものであって，

植民地全般に関するものではない。これに関しては，憲章の第11章において

非自治地域割度を設け，後に見るように微温的なものであるが，加盟国とし

て負一うべき義務を規定している。

　それではこの非自治地域制度の下におかれる地域はどのようた地域である

のか，またそれら地域を決定するのは誰であるのか。すたわち施政国である

のか，国連自身であるのか，問題にたるであろ㌔また1960年12月1個の総

会で，r植民地独立付与宣言」が採択されたが，この宣言が妥当する地域はど

のような地域なのであろうか。これらの諸点を整理し，分析する必要がある

であろう。

I　非自治地域に関する宣言

　国連憲章第11章ヒおいて，「非自治地域に関する宣言」を行ない，非自治地域

を統治する国連加盟国め負うべき義務を規定している。第？3条前段は，基本

的義務としての原則をかかげ，その具体的義務を同条後段・頃より・項およ

び第74条で規定してい乱しかし直接施政国に課す実質的た義務は，．第73条

（e）の情報挙付の義務しか存在したい。この情報送付の義務にも種々の制限が

付されており，その情報は11睡済的，社会的および教育的状態に関するもg

　　　　（5）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
であること，12）安全保障および憲法上の制限に従うこと，および13〕情報用と

（4）　Bentwich＆M趾tin，A　Comment班y　o皿the　Ch趾ter　of　the　United　N丑tion畠，1950，

P－41．・

（5）　この点で一つの木きた問題になったことは政治的情報が送付されるべきかどうかというこ

　とであった。Ush3Sud，United　N日ti叩s舳d　the　Non－SelトGoveming　Te岨itories，i9

　65，PP．55－75参照。

（6）第皿章，第3節参照。

　　　　　　　　　　　　　　　（22）



　　　　　　　（7）
して送付される，ということである。このように信託統治制度と比較して非

自治地域制度の場合，施政国の負う義務は非常に一微温的なものであるが，施

政国が非自治地域を施政するかぎり，こ打らの義務には従わたければたらた

い。信託統治制度の下におかれる地域については，憲章は第77条において，

1！）国際連盟の委任統治制度の下にあった地域，（2〕第二次大戦の結果，敵国か

ら分離された地域，13腕政について責任を負う国によって自発的にこの制度

の下におかれる地域，の三種が予定されており，憲章上はっきりとこれを明

記している。

　一方非自治地域制度の下におかれる地域として，第73条はr人民がまだ完

全には自治を行うに至っていたい地域」と定義している。したがって，これ

らの地域にはその原住民が相当程度の政治に参与している地域であれ，まっ

たく参与を認められていたい地域であるとを問わず，またその地域がかつて

敵国の領土であった地域であろうと，連合国が保有していた地域であろうと，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
自治を達成していたいあらゆる従属地域を指すのであって，信託統治地域を

　　　　（9）
含め植民地，属領等すべてを包含するものである。このように。信託統治制度

を規定する第12章および第13章は，第11章にたいして特別規定であり，逆に

第11章は第12章および第13章の一般的規定という関係になる。

　それでは信託統治制度の下におかれることを予定されている地域以外の非

自治地域はどのようた地域であろうか。r人民がまだ完全には自治を行うに

至っていたい地域」との定義はあるものの，それ以上に具体的にまた地理的

にのべられてはい邸・。しかし確かたことは，国連加盟国の支配の下にある

非自治地域にのみ適用されるということである。このことは第73条に率いて

（7）この点より施政国は，情報は情報用のために送付するのであって，審議されるために送付

　されるものではたいとし，反植民地主義諸国の主張するそれを処理する委員会の設置に反対し

　た。

（8）国際連合信託統治理事会，外務省国際協力局，昭和3王年，22頁。

（9）Brier1yによれば植民地とは，割譲条約，併合，時効あるいは征服によって取得された土

　地であり，それらは憲法上自国の政府組織に組み入れられることたく従属地とたるところであ

　る。　J・L・B正ierly，The　Law　of　Nations，1963，p．ユ73．

　　　　　　　　　　　　　　　　（23）



非自治地域のr施政を行う責任を有し，または引き受ける国際連合力目盟国は，

この地域の住民の利益が至上のものであるという原則を承認」するとし，ま

た第74条では，国際連合加盟国は，非自治地域に関するその政策を善隣主義

の一般原則に基かせたければたらないことに同意する，とあることからも明

白である（傍点筆者）。たとえ第11章がこのように規定していたズとも，非加

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1o）
盟国下の地域には第11章は適用されたいことは明らかである。例えばスペイ

ンおよびポルトガルが1955年に国連に加盟するまでは，それらの海外領土に

たいして憲章第11章はなんら関与するところのものではなかったのである。

　以上のように，第11章は施政国の義務の点においても，非自治地域の定義

の点においても漠然としている。しかし現在にいたる国連の諸活動は，それ

によって阻害されたのではたく，反植民地主義諸国の比重の増大とともに発

展してきた。TOussa虹tの言うように「漠然と曖昧にめべられている法文書

は，法的修正なしに発展することができる故に，負債というよりは資産とだ

　　　　　（n）
．る傾向がある」のである。以下非自治地域の確定のために国連がとった諸活

　　　　　　　　　　（12）
動を見ていくことにする。

］I　非自治地域確定のための諸活動

　非自治地域確定のための国連の活動を見る場合，二つの側面から考察され

たければならたい。一つは第73条（e）の求める情報が送付される地域のリスト

を作成することであり，．第二は「自治」を定義する問題である。第73条（b）は

「各地域およびその人民の特殊事情ならびに人民の進歩の異なる段階に応じ

て，自治を発達させ，人民の政治的願望に妥当な考慮を払い，かつ，人民の

自由な政治制度の漸進的発達について人民を援助すること」と規定する・す

（lO）C・E・Tou醐int，The　Trusteeship　System　of　tho　United　N乱tions，ユ956，pp．232－233．

（i1）　C．E．Toussaint，The　Colonial　Co皿t｝oversy　in　the　U皿ited　Nations，丁止e　Ye日r，

book　of　World　A曲i正s，1956，p．171．

（！2）たお非自治地域の定義については，新域利彦，国際連合と非白治地域，国際連合の研究

　（I），i962，190－192頁参照。

　　　　　　　　　　　　　　　（24）



たわち施政国は，非自治地域のr自治を発達させる」義務を持ち，地域が自

治を達成したい場合，施政国は情報を送付しつづけたければ狂らない。それ

ではいつ自治が達成したものと考えられるかは，自治の基準がたければ決定

することはできない。また自治の基準がたければ，施政国は非自治地域に形

式的な自治を与えて，第11章の義務から免れようとするであろ㌔このよう

に以上の二つの問題は，非自治地域確定問題の両側面をなしているが，後者

の問題は，非自治地域の情報停止の問題，すなわち非自治地域の自治・独立

の達成の問題として稿を改めることにする。

　i）非自治地域のリスト

　サン・フランシスコ会議でのオーストラリアの提案では，r総会は，当該地

域の経済的，社会的および政治的発展について施政国が年報を与えることが

施政国の義務とたる地域を指定することができる」とたっており，また総会

はそのような地域を指定する前に施政国の会議を招集し，総会はその勧告を

　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
考慮したげればならたいとなっていた。この提案のように，非自治地域の具

体的た指定方法を設けていない現行の憲章の下において，国連がとった手続

は次のようたものであった。

　第一総会第一部は，事務総長にたいして，第73条（・〕の下に加盟国が送付す

る情報を，国連の事業に関する年次報告に含めるよう要請した。このため事

務総長は必要な情報を得るために，1946年6月29日に全加盟国に書簡を送付

し，各加盟国の管轄下にある非自治地域を列挙することを求め，さらに非自

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
治地域を決定する場合考慮さるべき要因について見解を求めた。要因につい

ての加盟国の回答は，11〕非自治地域の確定のための定義と基準を提示したも

の，（2〕あらゆる場合に妥当する定義を行うことは困難とする見解，および13〕

その地域の決定は当該国家の排他的管轄内の問題であるとする立場に分かれ

た。これに基き総会は1946年審議したが，結局しばらく非自治地域を定義し

（I3）　Documents　of　the　United　N乱tiom　Confereme　On　Intermtioml　Ofg邊㎡z田tion，

　San　F胞noisoo，1945，Vo1、ユ0，p．696．

（14）　Repertory　of　United　Nations　P醐。ti㏄，VoI．IV，pp．u＿12．

　　　　　　　　　　　　　　　（25）



　　　　　　　　　（15）
ないことに同意された。一方既に情報を送付していた諸国および情報を送付

する意向を回答で示した諸国は，オーストラリア，ベルギー，デンマーク，

フランス，オランダ，ニュー・ジーランド，英国および米国の8カ国で，そ

　　　　　　　　　　　　　　（16）
れらが提示した地域は74を数えた。これら諸地域を第一総会第二部は，総会

決議〔66（I）〕の中でこれを列挙した。

　以上の手続は，非自治地域の決定を各国連加盟国にゆだねていたことを示

　　　　　（17）
すものである。すなわち事務総長の書簡に肯定的た回答を与えた地域だけを

列挙した。しかしこのことは非自治地域の決定を各加盟国にまったくゆだね

ていたものであると見ることはできたい。すなわち事務総長は加盟国が示し

た非自治地域を，事務総長自身がこれを基にしてリストを作成したのではた

く，総会決議をもってこれを列挙し承認を与えたのである。しかし総会は，

加盟国の意向にかかわらず総会自ら非自治地域を列挙したのではたく，消極

的にこれを承認したものであったことは認められなければならない。

　この1946年に非自治地域のリスト作成にとられた手続は，それ以後もとら

れた。1955年王2月に16カ国の国連新加盟国のそれぞれにたいして二事務総長

は1956年2月2蝸書簡を送付し，非自治地域を施政するたらば事務総長に通

告するよう要請した。これにたいして，1956年11月10日までに，事務総長は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ8）
第73条の下の地域を施政していたいという12カ国の回答を受けとった。また

その後国連に・加盟したモロッコ，チュニジアおよびスーダンにたいし，事務

総長は同様の質問を行い，さらに日本，ガーナ，マラヤ連邦およびギニアに

　　　　　　　　　　　　　　（19）
たいしても同様の手続がとられた。しかし1959年2月2日のギニアにたいす

（工5）Yearbook　of　United　Nations，ユ946＿47，p．208、

（16）この？4の地域の推定人口は約2億1，500万人。その内東南アジアおよび太平洋地域の住民

は1億1，500万人以上。アフリカおよびその隣接諸島のそれは9，300万人。カリブ地域約600

万人。　P正。gro畠s　of　the　Non－Se1f－Goveming　Territorie畠under　the　Ch趾ter，Vol．I，

　ユ961，P，6．

（17）　M趾tinho　Nab正e　de　Me11o，Asp㏄t　juridiquo　fonda血ent呂ux　de1乱“Que昌tion　Po正・

　tug田i畠e”身1’O．N．U．，Revue　de　Droit　Intematioml，t961，No．1，pp．7＿8．

（18）Repertoηof　P胞。ti㏄of　United　Nat三〇m　Orgms，Supplement　No．1，voI．11，

　P－53、
（i9）　Everyma皿，昌U血it巳d　N乱tio皿昌一959，p．350、

　　　　　　　　　　　　　　　（26）



　　（20）
る書簡を最後に，1960年以後の国連新加盟国にたいしては，以上の手続がと

られている事実はないのであって，後に見るように国連自身が非自治地域を

決定するようになった後は，以上の手続がとられる必要がたく．なったからで

あると考えられる。

　総会は1946年にその決議でもって74の非自治地域を列挙したが，このリス

トが施政国の自発的提示を基にして作られたことから，反植民地主義諸国か

ら，それら以外にも非自治地域があるという主張が当然出そうたものである。

というのは植民国家としては，第11章の義務から逃がれるために，出来るだ

け非自治地域の中し出をさし控えようとするからである。

　し辛しまず現われたのは，74の地域以外に非自治地域が存在するというこ

とではたく，一それらの地域の中に非自治地域でない地域が含まれているとい

うことであった。グァテマラぽ英領ホンジュラスにたいして英宙の主権は認

められたいと主張し，パナマはパナマ運河地帯の主権を米国に譲渡したもの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）
でたいのであるから非自治地域のリストに含めることはできたいと主張した。

フォークランド島についてはアルゼンチンはそれにたいする英国の主権を認
　　　　（22）一

めたいとし，ソ連は蘭領インド諸島にたいしてインドネシア共和国は独立国

であるからその情報は考えられたいとし，アデン保護領にはイエーメンが，

香港内の九竜および新界（New　Territories）にたいし中国がそれぞれ主張し．
（23）

た。このように反植民地主義諸国側から，列挙された地域以外に非自治地域

が存在するという主張が当時聞かれたかったことは，彼らが非自治地域とし

て考えていた地域がそれに一応含まれていたからであるとも言えるであろ㌦

（20）　Ye趾book　of　United　Nation昌，1959，pp．298＿299．

（21）パナマ共和国の抗議後，一米国はその地域の情報を送付していたい。　Rebert　E．Ashe正，

The　United　Nations　and　Promotion　of　the　G㎝eml　Welf趾e，1958，p．892．

（22）アルゼンチンはその後も一貫して主張しているが，1962年南極条約の条件に含まれている

　南緯60度以南の地域については・アルゼンチンの主張から除外した。Rgpo工tofthe　Commit・

　tee　on　Information　from　Non－Se1f－Goveming　Ter正itories，7th　Session，Supplement

　No．15（A∫52ユ5），1962，p．2．

（23）　Progress　of　the　No皿一SeILGoveming　Te岨三to正ies　Unde正the　Ch日rter，vol．1．1961，

　p．6：Yearl〕ook　of　United　N日tio皿s，工946＿47，p．210．

　　　　　　　　　　　　　　　（27）



　ii）　ベルギー・テーゼ

　以上のように列挙された非自治地域にたいし，反植民地主義諸国は，憲章

上の規定を最大限に利用し，より強い国連の監督下におこうとした。例えば

送付される情報を審査する委員会を設置したり，．また第73条（・）に含まれてい

たい政治的情報を強く求めた。これにたいしセ施政国がとった戦術は，形式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）
的た自治を与えて，第11章の義務から離れようとし牟ことであ孔さらに施

政国の反植民地主義諸国にたいする武器として使ったことは，列挙された地

域以外にも非自治地域が存在するというものである・1946年の総会で英国は，

主権国の国内に従属人民がおり，これにたいして国連は注意を私わたければ

　　　　　　　　（25）
たらたいと主張した。この主張を発展させたのがベルギーであって1949年以

後くり返しこれを持ち出してきた。1946年に非自治地域として列挙された地

域は，アラスカを除いてすべて海外にあった。これにたいしてベルギーは，

公海によって本国から離れた従属地だけでたく，国内の従属人民も第11章の

．適用を受けるべきであると主張し，海外の従属地域だけに限定することは海

水にたいする誤謬（Sa1t－watef　fa11acy）だξいうのである。これがいわゆるベ

ルギー・テーゼ（L3thさse　Be1ge）といわれるものである。

　それではこの主張はどめようた根拠に基づいて主張されているのであろう

か。ベルギーは，第一に条文解釈上次のようにいう。植民地および保護領と

いう言葉は憲章には存在したい。憲章は非自治地域を「人民がまだ完全には

自治を行うに至っていたい地域」であるとのべているが，明らかに植民地お

よび属領の人民だけが7まだ完全集自牟の手段を得ていたいものであるとい

うことはできたい。また第74条は本土と非自治地域と一を区別しているが，非

自治地域の定義は第73条で表明されているのであって第74条ではたいとする。

第二にベルギーが根拠とする点は事実上の問題からである。植民地および属

領がまだ完全に自治を達成していない唯一の地域であるとすれば，アメリカ，

（24）19仰年には74の地域の内12の地域についての情報が提出されたかった。

（25）　C．E．Toussaint，The　CoIoni乱一Controve正sy　in　the　United　N日tiom，op．cit．，pp．

　177＿工78、

　　　　　　　　　　　　　　　（28）



アジアの原住未開人や準未開人は憲章の章味において十分自治を達成してい

るという主張に等しいとする。第三に道徳上・人道上の観点から次のように

主張する。連盟規約第23条（b）の規定は，憲章第11章とほとんど同一の表現で

あり，その義務は第11章に表わされている。かつていかたる者もその義務は，

植民地および従属地に限られるとは主張したかったし，またすべての原住民

を含むという考えを争わなかった。．これら原住民に関心を払う必要がなくた

ったというほど国際社会が発展したとはいえたい。憲章の条件下で原住民が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）
資格ある保護をとりもどすことは基本的人道的義務であると主張する。そし

て1952年にベルギーが発言した際，当時60の国連加盟国の内，半数以上の国

　　　　　　　　　　　　　　　　（27）
家に後進原住民が存在すると指摘した。

　他の施政国もこの主張に同調し，例えば第！7総会において英国は，r第二次

大戦の間およびそれ以後，ソ連によって取得された地域，すたわちエストニ

ア，ラトビア，リトアニア，南樺太，千島について憲章第7手条の下の情報は

送付されたかった。従属地域についての憲章の関連規定を履行する第一段階

として，ソ連は第73条（e）に従って，これらの従属地域について情報を送付す

　　　　（28）
べきである」と主張した。また米国も，「ソ連植民地主義の人種的不幸，すな

わちクリミアのタタール人，カルムック人，インキッシュ人，バルチックお

　　　　　　　　　　　　　　（29）
よび中央アジアの諸国が存在する」と主張し，対ソビエト関係においてベル

ギー’テーゼを援用した。

　それではこのベルギー・テーゼにたいする反植民地主義諸国の反応は如何

であったであろうか。反植民地主義諸国は，これに強く反対した。とりわけ

強く反対したのは，国内にインディアンを抱えているラテン・アメリカ諸国

であった。ペルーは，rラテン・アメ’リガのインディアンの社会的・文化的地

位は，アフリカの原住民よりはいっそう良いものであり，ラテン・アメリカ

（26）　Gemtal　A官semb－y，O伍。ial　Reoords，VIII，P1em町，p1310．

（27）　Gene胞1As日embIy，0価。i皿1R㏄ords，4th　Committee，1952，p．23．

（28）　General　Assemb1y，Provisioml，A∫PV．1175．1962，p．41、

（29）　Gene蝸1Assembly，Provisioml，A∫PV－171．1962，pp－8＿20．

　　　　　　　　　　　　　　　（29）



諸国とくにペルーの立法はインディアン人民の権利にとくに整備された保護

を与えており，また植民国家の態度とは異なり，アメリカ人民はインディア

　　　　　　　　　　　　　　　（30）
ンを国家の構成部分と見たしている」と主張し，情報送付の必要がないこと

を説明した。またグァテマラは，rグァテマラではグァテマラ人民しか存在し

ない。普通選挙や公務への登用の平等を含めて，憲法の下で同じ政治的およ

び市民的権利を享受している。憲章第1！章は，独立国の国境内には妥当した

　　　　（31）
いのである」と1二，メキシコも，「メキシコにたとえ原住民と他の人民との問

に分離があっても，とにかくメキシコが取り除こうとしている植民地時代の

　　　　（32）
残津である」として反対した。

　このようた対立において，国際法学者の見解は，ベルギー・テーゼを認め

ていたいということができる。Ke1senは，rr人民がまだ完全には自治を行う

にいたっていたい地域』という定義は非常に曖昧である。『自治』という言

葉は，非常に異なった意味に解釈されうるし，さらに第11章の適用において，

本国内の人民をおそらく除外することを意図されているにもかかわらず，明

　　　　　　　　　　　　　　（33）
確に表明されていないからである」とこの定義の不旦月確性を指摘するが，国

内の従属人民をも包含するとはいっていない。Kunzは，「植民地拡張（c0－

10niZatiOn）は海外への進出によっ．てたされようとも，隣接地域になされよう

とも植民地拡張セある・ベルギー・テーゼは植民国家の防禦のためだけでた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）
く。第11章で保護されていたい多くの後進人民のためになる反撃である」と

いうものの，r第11章は，民族集団（Nationality）や少数民族間題についてい

　　　　　　　　（35）
っているのではない」というのである。AエfRossは，第11章は国連の加盟

国である地域に適用されないとし，このことは第78条の「国際連合加盟国の間

（30）　Gene正副一Assemb1y，O搬。ia1Record呂，7th．Session，4th　Committee，1952，p．3工．

（3エ）　ミbid．，p．40．

（32）　ibid．，p．4i．

（33）　H日ns　Kelsen，」Tbe　Law　of　the　United　Nation昌，1966，p．555．

（34）　Jose1f　L－Kun拮，Chapt砒XI　of　the　United　Nations　in　Action，Al　J．I，L．，Vo一．

48．　1954，　P．　109．

（35）　ibid．，p．105．

　　　　　　　　　　　　　　　（30）



の関係は，主権平等の原則の尊重を基礎とするから，信託統治制度は，加盟

国とたった地域には適用しない」という規定から類推されたければたらたい

　　　　　　（36）
と説くのである。TOussaintは，「ベルギー・テーゼは，道徳的な観点からは

支持したければならないが，法的にはほとんど支持しえたい。すたわち第？4

条の規定は，本土と非自治地域を区別している。そして第2条1項とともに

読まれる第2条7項は，平和に対する脅威が存在する場合を除いて国家の国
　　　　　　　　　　　　　　　（37）
内問題への干渉を是認していたい」からであると解釈するのであ孔

　それではベルギー・テーゼは，現在の国連の実践面で第11章の問題として

認められているのであろうか。1960年第15総会において採択された「国際連合

憲章第73条（・）による情報送付の義務ありや否やを決定する加盟国指導原則」

〔総会決議1541（XV）〕の原則4において，rそれを施政する国家から地理的

に分離し，人種的および（あるいは）文化的に異なっている地域について情

報送付の義務が存在する」と定めた。ここでははっきりと非自治地域は，地

理的に施政国から分離した地域であるとのべられているのであって，ベルギ

ー・ eーゼはまったく受け入れられていない・それでは同総会において採択

されたr植民地独立付与宣言」〔総会決議1514（XV）〕においては如何であろ

うか。この宣言は単に非自治地域だけでたく，「信託統治地域および非自治地

域，一または，まだ独立を達成していない他のすべての地域」の住民が完全た

独立と自由を享受しうるようた早急な措置が講ぜられたければたらないと宣

言している。後で見るように，この宣言を履行するために設置された「植民

地独立付与宣言履行特別委員会」は，1963年に宣言の対琴とたる地域の暫定

的リストを作成したが，ベルギー・テーゼのいう地域はそれにリストされて

はいたい。

　このように現在の国連の態勢において，ベルギー・テーゼは，まったく受

（36）　Alf　Ross，Constitution　of　the　United　Nations，1950，p，108．

（37）　C・亘・Toussaint，The　Colohi日1Controversy　in　the　United　Nations，op・cit・，pp・

　i79－180．なお以上の学者以外にもB趾㎝F・M．van　Asb㏄k，J・Mulen2i，Benjamin，

A．M割thoit，Rivlin等も認めていない。

　　　　　　　　　　　　　　　（31．）



け入れられていたい。しかしそれは，以前に作成された非自治地域のリスト

は完全なものではないという一般的た認識を諸国に与えたという意味では評

　　　　　　　　　　（3高）
価されなければたらない。

　iii）　スペインおよびポルトガル領問題

　エ946年非自治地域として列挙された地域以外に非自治地域が存在するとい

う反植民地主義諸国の主張が聞かれたかったことは既に記した。しかし彼ら

が明らかに非自治地域を保有していると考えていたポルトガルおよびス・ペイ

ンが，1955年に国連に加盟し，事務総長の非自治地域を施政しているや否や

をたずねる書簡にたいし，ポルトガルはそのようた地域を施政していないと
　（39）

回答したことから問題が生じた。ポルトガルは，「単一国家であって」，r法的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）
にも実際的にもポルトガル海外州の地位は，本土の州の地位と同一である」

と主張し，第73条の非自治地域でないとしたのである。

　このようなポルトガルの態度により第11総会第4委員会の審議は，第11章

の適用を解釈する総会の権限問題に集中した。ポルトガルは，「非自治地域の

情報問題についての政府からの回答が問題にされたのは初めてのことである。

　　　　　　　　　　　（41）
これは驚くべきことである」としてポルトガルにたいする差別待遇を強調し

次のようにいう。「今日まですべての加盟国にたいして，事務総長が書簡を

送付したことに差別はなく，また第4委員会での問題にたらなかった。原加

盟国の回答が問題にたらなかったのにたいし，新加盟国の回答が今や攻撃さ

れている事実から差別が生じている。」「事務総長への一回答の問題について総

会によって採択された決議は，1946年の総会決議〔66（I）〕だけであり，そ

（与8）　Us工〕割Sud，Commjtteo　oエ1I血fomation缶。m　Non－S巳1f・Gov6ming　Torritories：Its

　Role　in　t与e　Pf0motion　of　Self－Determinat…on　of　Colonia1PeopIe畠，IntemationaI　Stu－

　dies，voL7，No．2．1965．p．324。

（39）　Reperto町。f　Praotice　of　United　Nat三〇ns　Org…㎜昌，Slユpplement　No．ユ，Vo1．II，

P、ユ53、

（40）　Ge皿er目1As害。皿bly，0箇。i副i　Records一．lth　Sessio早，4th　Committee，620th　meeting，

P．353：6工6th血・・ti㎎，P．333、

（4王）　ibid．，620th1＝oeeting，p．353。

　　　　　　　　　　　　　　　（32）



れは単に政府から受理された回答を記録に留めているだげであった。いかな一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）
る主張もこの単純た事実を変えることはできたい。」他のすべての施政国は

この問題に関して総会に決定すべき権限がたいということに一致した。フラ

ンスは，r非自治地域を施政しているかどうかは国家のみが決定する権限があ
（43）

る」とし，アメリカも，「各加盟国のみが情報を与えるべき地域を決定するの

である。いかたる国家もその決定をなす外部の権隈を認めることはできた
（44）

い」とした。

　一方反植民地主義諸国の態度は，国連は第11章の地域を決定することはで

きないが，しかし一旦非自治地域であると宣言されれば，施政国はいっその

地域が非自治地域でなくたるかについて唯一の責任を持つものではないとす

る態度を，施政国の情報の停止が問題にたった際にとっていたが，ポルトガ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）
ルおよびスペイン頷問題を転機として従来の立場に留まらたかった。すたわ

ち今や地域決定の場合にも，情報停止の場合と同様に総会の権限を認めさせ

ようとするのである。例えばイラクは，「新加盟国への事務総長の書簡で生じ

た問題は，第4委員会館よび各政府によって，事実に基づき詳細に審議され
　　　　　　　　　　　（46）
る必要のある問題である」とし，チュッコスロヴァキアは，「情報停止が適当

であるかどうかを決定する権限がある総会は，また情報を開始すべきかにつ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（47）
いて決定する権限がある。その権限は施政国にあるのではない」とする。こ

のように施政国の情報停止の場合での総会の権限を確立していた反植民地主

義諸国は，非自治地域の決定の場合にも総会の権限を主張し，施政国と激く

し対立した。

（42）　ibid、，622nd　meeting，p．364＝623正d　meeting，pp．368＿369．

（43）　ibid・，621st　I＝r記eting，p・362・

（44）　ibid．，617th　meeting，p．339．

（45）　Danie1S．Cheever，Organizing　fo正Pea㏄，ユ954，pp．ラ02＿ヲ03：Intematiom1Res．

　po皿sibiIity　for　Co1onial　PeoPle昌，Intem刮tio血日1ConoiIi日tion，No．458．1950，P．73．

（46）　Gem記1Assembly，0価。ial　R㏄ords，11th　Sessio皿，4th　Co血mittee，6工4th　m㏄t．

　i皿g，pp．329＿330。

（47）　ibid．，620th1＝neeting，p．354．

　　　　　　　　　　　　　　　　（33）



　このようた第4委員会での対立の中で，セイロン，ギリシア，リベリア，

ネパールおよびシリアは，総会は憲章第11章の規定の適用を研究し，とく一に

国連新加盟国が第73条の下の地域を施政しているかどうかについて事務総長

に送付した回答を研究するアード・ホック委員会を設置する提案を行った。さ

らに同提案は，スペインなどすべての新加盟国が事務総長に回答していたか

ったことにより，195ラ年6月1目までに事務総長に憲章第11章の適用につい

て書面で表明するよう新加盟国に要請していた。またこのアド・ホック委員

会は，第12総会に研究結果を報告するよう求められていた。この提案は，弟

4委員会では賛成35，反対33，棄権4で受け入れられたものの，総会本会議

では，第18条の重要問題であるから2／。の多数を必要とするとする施政国側

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）
の戦術によって否決されてしまった（35－35－5）。この問題は，ふたたび第

12総会にもち出され前年よりも広い範囲にわたって審議された。17カ国は，

情報の送付についての加盟国の見解を要約するよう事務総長に要請し，また

その要約を研究する6カ国委員会を設ける提案を行い第4委員会はそれを採

択した。しかしこのたびも第18条2項の重要問題であるとして，この決議案

は葬られた（40－30－10）・しかし反植民地主義諸国は，これが重要問題であ

るということに甘んじたのではたい。非自治地域に関する問題についての決

議案は，本会議では単純多数決で行なわれるべきであるという同意を得よう

としたコスタリカ，ギリシア，イラク，メキシコおよびユーゴスラヴィアは，

第6委員会にその支持を求めようとした。第4委員会の第6委員会への要請

は，総会が当該問題に関し第18条3項に規定されている重要問題の新たた部

類の決定を行わだい場合，第ユ8条2項にそれが列挙されていたいことから2／3

の多数によって決定さるべきかどうか，というものであった。しかし総会は

この会期での非自治地域に関する事業を既に終えてしまっていることから，

第6委員会カ沸4委員会の要請に答えることは適切でないとして，結局これ
　　　　　　　　　　　　　　（49）
ら諸国の努力は剛いられたかった。

（48）　Ye砒book　of　the　United　Nat三〇ns，1956，p．29ユ．

（49）　Is昌ues　befoエe　the　thirteenth　General　Assembly，Intemational　Co血。i1三副tion，No．

　　　　　　　　　　　　　　　（．34）



　スペインも1958年11月に事務総長にたいし，「スペインはいかなる非自治地

域も保有していたい。たぜならアフリカにおけるスペイン主権下の地域は現

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（50）
行の立法からスペインの州としてあつかわれているからである」と通告した。

この年の第13総会に来いても，前年と同様な．ことを事務総長に要請し，また

「非自治地域情報委員会」がそれを研究および分析し，総会に報告すること

を求める16カ国案が提出された。これは第4委員会では採択されたものの，

本会議ではポルトガルの2／3の多数投票を求める戦術により撤回された。ま

た同会議において，イラク，リベリア，メキシコおよびモ1コッコは，非自治

地域についての決議の採択のために必要とされる表決手続について，国際司

法裁判所の勧告的意見を求める決議案を提出した。しかし総会はそれを審議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（51）
したいとしたことにより投票に付されたかった。

　このようにして3年間反植民地主義諸国の努力は実らたかった。しかし

1959年の第14総会において，ついに第73条（・）による情報送付の義務が存在す

るや否やの決定に加盟国を指導する原貝屹研究し，第15総会に報告する特別

委員会を設置する妥協案が成立した〔総会決議1蜥（XIV）〕。同決議によれ

ば，特別委員会の構成は施政国3，非施政国3の6カ国で構成されることに

たっており，第4委員会によって，オランダ，英国，米国（以上施政国），イ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（52）
ンド，メキシコ，モ1コッコ（以上非施政国）が選ばれた。翌年の第15総会に，

この6カ国特別委員会は，憲章は生きた文書であり第11章の義務は時代あ変

りゆく精神にのっとって考察されたければならたいと強調して報告をだし，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（53）
これを基に総会は12指導原貝口を採択した〔総会決議i541（XV）〕。それによ

　5t9．1958，p．86＿87．

（50）　Ye趾book　of　United　N日tions，1959，p，299．

（5I）　Issues　before　tho　fou正teenth　Gemra1Assembly，Intem乱tional　Conci1iation，No．

　52ヰ，1959，pp．．53＿5全

（52）また同決議は加盟国にたいし，以上の原則にっし・て加盟国の見解を知るために正960年5月

　1目までに事務総長に書面で回答を送付するよう求めている。これに回答した国は2fである。

　国際連合第15総会の事業，上巻，207頁。

（53）賛成62・．反対3（ポルトガル，スペイン、南ア），棄権19（社会主義諸国9，オーストラリ

　ア，ベルギr中国，ドミニカ，フランス，イタリア，オランダ，ニュー・ジーランド，英国，米国），

　　　　　　　　　　　　　　　（35）



れば，地理的に施政国から分離し，人種的および（垂たは）文化的に異なる

地域については情報送付の義務があること（原則4），非自治地域は（乱）主権独

立国家としての建国，（b）独立国との自由た連合，（。）独立国への併合，によっ

て完全な自治に達すること（原則6），またポルトガルおよびスペインは，憲

法上の規定を援用していたことから，第73条（・）の下の非自治地域の情報送付

は，安全および憲法上の考慮から必要た制限に従うことが認められているが，

この制限は第11章の義務から加盟国を免がれさせ．るものではたいこと（原則

10）が記されている。

　1960年11月8日，A・A8カ国は，12原則をスペインおよびポルトガル領

に適用して情報送付の義務ありと断じ，スペインおよびポルトガル領を列挙

した決議案を提出した。癒合の圧力に従うかもしれないという徴候を前会期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（54）
に示していたスペインが，必要な情報を送付すると同意したことにより，結

局総会決議〔1542（XV）〕は，スペイン政府の声明を歓迎し，ポルトガル施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（55）
政下の領土を憲章第11章の非自治地域であるとして9つの地域を列挙した。

このことは，17の新興国が加盟を認められてA・A諸国の比重が増大した

1960年に，国連がとった方式は大きく変ったことを示すものである。すたわ

ち且960年に至る国連の慣行では，事務総長が加盟国に非自治地域を施政して

いるかを尋ねる書簡を送付し，その回答で施政国が認めた地域を非自治地域

とするものであった。しかしポルトガル領問題では，総会白身が非自治地域

であると決定したのである。

　さらに総会自身が非自治地域を認定したのは，ポルトガルの海外領土だけ

ではたかった。すなわち英国は，ユ923年以来南ローデシアは国内問題に関し

（54）スバイソが情報を送付するとのべたのは，第4委員会の第工048会議であった。

（55）非自治地域として上げたものは次の諸地域である。（日）The　C日pe　V砒de　ArchipeIago，

　（b）Guine日，oalIed　Portuguese　Guima，（6）S壷。　Tomさmd　P正i皿。ipe，and　their　do－

pe皿debcies，（d）S義。　Jo壷。　Bat｛sta　de　Aju脂，（g）Ango13，includi皿g　the　enclave　of

Cal〕inda，（f）Mo晩mbique（g〕Go邊and　dependencie昌，called　the　State　of　Indi量，（h）

M欄u日nd　dep㎝de皿。ies，（三）Timor　md　depende血。ies．なお現在（d）および（g）はポ

ルトガル施政下にたく，ダホメ素よびインドによりそれぞれ併合された。Unitod　Nations

Review，vo1．10，No．1，ユ963，p、ユ8．

　　　　　　　　　　　　　　　（36）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（56）
十分た自治を達成しているとして，非自治地域ではないと主張したのにたい

して，反植民地主義諸国は南口ニデシーアの自治は少数部分の白人の手中に握

　　　　　　　　　　（57）
られていると主張した。そこで反植民地主義諸国は，第16総会第1次再開会

期において，南ローデシアは自治を達成した地域であるか否かを植民地独立

付与宣言履行特別委員会で審議し，その結果を第17総会に報告することを求

める決議〔1747（XVI）〕を採択させれ第16総会第2次再開会期へのこの特

別委員会の報告は，（1〕南ローデシアは少数者である白人の支配下にあり，多

数のアフリカ住民の権利と利益が侵害されている。（2〕1961年の憲法は選挙権

を人種によって差別しており，同憲法によって実施される選挙ぽ住民あ圧倒

的多数が反対しているから，もし強行されれば不測の事態もおこりかねない。

（3〕イギリスはこの憲法を停止し，あらゆる政党の参加する新しい憲法制定会

議を召集すべきである。（4〕南ローデシアは非自治地域である，等を含んでい
（58）

た。一方本会議はこの結論を承認し，南ローデシアは非自治地域であると認

定した。

　ポルトガルは，既にのべたようにポルトガルにたいする差別待遇であると

強く非難したが，総会が非自治地域の認定を行ったのは新加盟国にたいして

だけではない。南ローデシアの場合，その施政国は英国という原加盟国であ

った。このことはポルトガルにたいして例外的にたされたものではたいこと

を意味するのである。このように国連自身が非自治地域を認定するようにた

り，それ以後新加盟国にたいして非自治地域を施政するや否かを尋ねる慣行

がたくたったのはその必要性が認められたいからである。

　Ke1senが指摘しているように，「総会は第1ユ草に規定された問題について

勧告する権限があり，それは第11章の規定を適用する意味であるたらば，総

会は勧告の形でこれらの地域を指定することができる。しかし総会の勧告は

（56）　General　Assembly，A／5238，pp．85－88．

（57）例えばibid．，P．93．

（58）・国際達合第16総会の事業，下巻，221頁：山手治之，植民地独立と現代国際法，岩波講座

現代法12，I21頁。

　　　　　　　　　　　　　　　（37）



たんら拘束力を持っていたい。それゆえ第11章の下の義務が言及する地域は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（95）
どの地域がを決定することは，最終的には加盟国によるのである」が，一以上

の実践を通じて植民地問題にたいする国連の態勢は非常に強化されてきてい

ることを軽視することはできたい。　　　　　　　　　　　　　（未完）

（59）　Ham　Kelsen，op．cit．，p．556．

（38）


